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平成１9年３月期 第１四半期財務・業績の概況（連結） 
平成18年7月31日 

上場会社名 エイチ・エス証券株式会社 上場取引所 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コード番号 ８６９９ 本社所在都道府県 東京都 

（URL http://www.hs-sec.co.jp ） 

代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 澤田 秀雄 

問合せ先責任者 役職名 執行役員財務部長 氏名 矢板 賢 TEL (03)4560－0200 

1. 四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 無 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 有 持分法（除外）１社 

詳細は添付資料の2,11,12ページをご参照ください。 

2. 平成19年３月期第１四半期の業績の概況（平成18年４月１日～平成18年６月30日） 

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

19年3月期第1四半期 4,062 54.8 3,476 62.6 △766 ― △467 ― 

18年3月期第1四半期 2,623 ― 2,137 ― 982 ― 1,004 ― 

（参考）１8年３月期 23,650 21,546 3,155 4,810 

四半期（当期）純利益 １ 株 当 た り 
四半期（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

百万円 ％ 円 銭 円 銭 

19年3月期第1四半期 △273 ― △6 69 ― ― 

18年3月期第1四半期 906 ― 24 27 24 21 

（参考）１8年３月期 2,978 77 17 77 9 
(注)①持分法投資損益 当第１四半期 222百万円 前年第１四半期 5百万円 18年３月期 1,394百万円 

②期中平均株式数（連結） 当第１四半期 40,861,024株 前年第１四半期 37,361,340株 18年３月期 38,589,194株 

③営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益及び四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年四半期増減率であ 

ります。 

(2) 財政状態（連結）の変動状況 

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭 

19年3月期第1四半期 136,534 34,759 19.7 657 38 

18年3月期第1四半期 123,110 16,846 13.7 449 82 

（参考）１8年３月期 160,051 29,149 18.2 711 78 

(注)① 期末発行済株式数（連結） 当第１四半期 40,953,500株 前年第１四半期 37,451,450株 18年３月期 40,953,500株 

② 平成18年3月期第1四半期及び平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本 

比率」を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円 百万円 

19年3月期第1四半期 △4,116 2,297 820 11,603 

18年3月期第1四半期 7,656 491 338 14,647 

（参考）１8年３月期 5,719 △9,856 10,237 12,466 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 11社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 4社 

3. 平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
当社グループの主たる事業である証券業は、市場環境の変動の影響を大きく受ける状況にあり、業績予想を合 

理的に行うことが困難であることから、開示は行っておりません。
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企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社と連結子会社11社及び関連会社4社で構成され、主たる事業は、証券業務を中心に有価証 

券及びデリバティブ商品の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出 

しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、有価証券に関する投資顧問業務その他証券関連業務、ベンチャーキャピタ 

ル業務、銀行業務、商品先物業務、Ｍ＆Ａ業務、投資信託委託業務、資産管理運用業務を営んでいる投資及び金融 

サービスの提供を行っております。 

企業集団についての事業系統図は次のとおりであります。 

●：連結子会社 

▲：持分法適用関連会社 

(注)1 平成18年4月1日付で九州産業交通株式会社は、九州産業交通ホールディングス株式会社へと商号変更し持株 

会社制へと移行いたしました。 

2 平成18年5月17日付で、持分法適用関連会社である株式会社パワーインベストメントの当社保有全株式 

(1,625株 議決権比率 25.0%)を第三者へ譲渡いたしました。
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当第１四半期の連結業績の概況 

[経営成績] 

当社グループの当第１四半期連結会計期間の営業収益は40億62百万円、経常損失は4億67百万円、第１四半期純損 

失は2億73百万円となりました。 

事業別のセグメントの業績は次のとおりです。 

① 証券関連事業 
(受入手数料) 
委託手数料は、株式市況の低迷により取扱高が減少し7億88百万円となりました。 

引受・売出手数料につきましては株式引受手数料は72百万円となりました。 

募集・売出しの取扱手数料は16百万円となりました。 

その他手数料については、1億35百万円となりました。 

(トレーディング損益) 
市況悪化による商品有価証券の評価損の計上により33百万円の損失となりました。 

(金融収支) 
当第１四半期までの金融収益は、信用取引貸付金の増加を主要因として2億94百万円、金融費用は97百万円となり、 

金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は1億97百万円となりました。 

(販売費・一般管理費) 
販売費・一般管理費については、システム関連の委託費やソフトの償却費の増加により13億17百万円となりまし 

た。 

② 銀行関連事業 

ハーン銀行(AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA)につきましては、前期に引き続き農村部を中心とした営業活動に 

加え、都市部でも営業活動を行い、営業収益は12億30百万円、営業利益は3億27百万円となりました。 

③ 商品先物関連事業 

オリエント貿易株式会社につきましては、商品先物関連事業の営業収益は14億77百万円となりましたが、8億1 

百万円の営業損失となりました 

④ その他事業 

ベンチャーキャピタル業務では、収益を確保しましたが他の事業のコスト増により営業収益は1億65百万円、営 

業損失は1億55百万円となりました。 

⑤ その他 

持分法による投資損益には(株)外為どっとコム分1億54百万円、九州産業交通ホールディングス(株)分69百万円 

が含まれています 

[財政状態] (比較は対前年度末増減額) 

資産の部では顧客分別金信託が71億54百万円減少及び信用取引資産が151億31百万円減少したことなどにより、資 

産合計は1,365億34百万円(対前年度末比 235億17百万円減)となりました。負債の部では信用取引負債が182億87百 

万円減少したことなどにより、負債合計は1,017億74百万円（同 205億36百万円減）となりました。
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1. 四半期連結貸借対照表 

19年３月期第１四半期末 

(平成18年6月30日) 

18年３月期第１四半期末 

(平成17年6月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 16,606 14,687 19,559 

預託金 26,395 32,749 33,550 

顧客分別金信託 26,379 32,009 33,533 

その他の預託金 16 740 17 

トレーディング商品 2,820 2,879 1,863 

商品有価証券等 2,820 2,877 1,863 

デリバティブ取引 ― 2 ― 

約定見返勘定 139 ― ― 

銀行業務有価証券 2,487 3,108 2,350 

信用取引資産 45,153 39,782 60,284 

信用取引貸付金 44,036 37,974 58,739 

信用取引借証券担保金 1,116 1,808 1,545 

短期差入保証金 ― 6,441 ― 

商品業務短期差入保証金 6,065 ― 5,609 

委託者先物取引差金 ― 2,846 ― 

商品業務委託者先物取引差 

金 
1,306 ― 1,263 

銀行業務貸付金 15,725 8,388 13,392 

商品業務有価証券 360 ― 364 

繰延税金資産 367 335 350 

その他の流動資産 2,303 2,696 3,060 

貸倒引当金 △1,190 △752 △1,145 

流動資産合計 118,541 86.8 113,163 91.9 140,503 87.8 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 1,281 1,284 1,306 

器具備品・運搬具 729 706 690 

土地 986 1,013 986 

建設仮勘定 13 ― ― 

有形固定資産合計 3,010 2.2 3,004 2.4 2,983 1.9 

無形固定資産 

ソフトウェア 1,024 223 1,035 

その他の無形固定資産 180 130 183 

無形固定資産合計 1,205 0.9 354 0.3 1,219 0.8 

投資その他の資産 

投資有価証券 6,473 2,567 7,553 

関係会社株式 4,671 858 5,108 

長期差入保証金 1,501 1,410 1,533 

破産更生債権に準ずる債権 314 348 314 

繰延税金資産 521 608 509 

その他 644 1,039 675 

貸倒引当金 △350 △245 △350 

投資その他の資産合計 13,777 10.1 6,587 5.4 15,344 9.5 

固定資産合計 17,993 13.2 9,946 8.1 19,547 12.2 

資産合計 136,534 100.0 123,110 100.0 160,051 100.0
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19年３月期第１四半期末 

(平成18年６月30日) 

18年３月期第１四半期末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

トレーディング商品 946 802 ― 

商品有価証券等 946 795 ― 

デリバティブ取引 ― 7 ― 

約定見返勘定 ― 13 316 

信用取引負債 36,124 33,906 54,411 

信用取引借入金 34,733 30,409 51,178 

信用取引貸証券受入金 1,391 3,496 3,232 

預り金 15,403 26,506 17,930 

顧客からの預り金 14,512 25,587 17,187 

その他の預り金 890 919 742 

受入保証金 13,094 8,682 15,081 

発行日取引受入保証金 ― 2 ― 

信用取引受入保証金 12,231 7,977 14,013 

先物取引受入証拠金 184 702 363 

その他の受入保証金 677 ― 705 

銀行業務における顧客預金 19,072 12,263 17,052 

銀行業務における政府から 

の預金 
1,037 674 756 

短期借入金 4,866 1,675 2,186 

商品業務預り証拠金 6,874 ― 8,102 

預り委託証拠金 ― 9,992 ― 

一年以内償還予定社債 ― 200 ― 

未払法人税等 255 288 1,210 

賞与引当金 285 426 276 

訴訟等損失引当金 420 ― 468 

繰延税金負債 83 ― 385 

その他の流動負債 1,004 1,432 1,801 

流動負債合計 99,468 72.8 96,864 78.7 119,980 75.0 

Ⅱ 固定負債 

社債 300 300 300 

長期借入金 21 22 21 

退職給付引当金 597 590 610 

繰延税金負債 132 23 213 

長期受入保証金 116 95 ― 

負ののれん 378 665 396 

その他の固定負債 98 77 190 

固定負債合計 1,645 1.2 1,775 1.4 1,732 1.1 

Ⅲ 特別法上の準備金 

証券取引責任準備金 475 351 467 

商品取引責任準備金 185 550 130 

特別法上の準備金計 661 0.5 902 0.7 597 0.4 

負債合計 101,774 74.5 99,542 80.8 122,311 76.4 

(少数株主持分) 

少数株主持分 ― ― 6,721 5.5 8,590 5.4 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 ― ― 7,505 6.1 12,223 7.6 

Ⅱ 資本剰余金 ― ― 6,339 5.1 11,057 6.9 

Ⅲ 利益剰余金 ― ― 3,016 2.5 5,087 3.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ― ― 26 0.0 745 0.5 

Ⅴ 為替換算調整勘定 ― ― △41 △0.0 36 0 

Ⅵ 自己株式 ― ― △0 △0.0 △1 △0.0 

資本合計 ― ― 16,846 13.7 29,149 18.2 

負債・少数株主持分及び 

資本合計 

― ― 
123,110 100.0 160,051 100.0
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19年３月期第１四半期末 

(平成18年６月30日) 

18年３月期第１四半期末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(純資産の部) 

Ⅰ株主資本 

1 資本金 12,223 ― ― 

2 資本剰余金 11,057 ― ― 

3 利益剰余金 4,199 ― ― 

4 自己株式 △826 ― ― 

株主資本合計 26,653 19.5 ― ― ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等 

1 その他有価証券評価差額金 201 ― ― ― ― 

2 為替換算調整勘定 67 ― ― ― ― 

評価・換算差額等合計 268 0.2 ― ― ― ― 

Ⅲ 少数株主持分 7,837 5.7 ― ― ― ― 

純資産合計 34,759 25.5 ― ― ― ― 

負債・純資産合計 136,534 100.0 ― ― ― ―
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2. 四半期連結損益計算書 

19年３月期第１四半期 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日 

18年３月期第１四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益 

受入手数料 ― 941 ― 

証券業務受入手数料 1,013 ― 5,825 

商品業務受入手数料 1,639 ― 10,275 

トレーディング損益 △163 520 2,210 

証券業務金融収益 294 217 1,154 

銀行業務収益 1,230 793 3,685 

売上高 48 150 500 

営業収益計 4,062 100.0 2,623 100.0 23,650 100.0 

Ⅱ 証券業務金融費用 97 65 402 

Ⅲ 銀行業務金融費用 454 373 1,536 

Ⅳ 売上原価 33 47 165 

純営業収益 3,476 85.5 2,137 81.5 21,546 91.1 

Ⅴ 販売費・一般管理費 

取引関係費 635 247 2,750 

人件費 2,147 570 9,750 

不動産関係費 339 101 1,507 

事務費 314 57 1,006 

減価償却費 135 37 429 

租税公課 42 25 250 

のれん償却額 11 11 46 

訴訟等損失引当金繰入 316 ― 468 

商品取引事故損失 ― ― 636 

貸倒引当金繰入 58 47 592 

その他 242 55 952 

販売費・一般管理費計 4,243 104.4 1,155 44.1 18,391 77.8 

営業利益又は営業損失(△) △766 △18.8 982 37.4 3,155 13.3 

Ⅵ 営業外収益 

不動産賃貸料 13 14 58 

受取配当金等 37 ― 48 

持分法による投資利益 222 5 1,394 

負ののれん償却額 30 ― 122 

その他の営業外収益 59 27 146 

営業外収益計 364 8.9 47 1.8 1,770 7.5 

Ⅶ 営業外費用 

不動産賃借料 16 17 70 

支払利息 2 ― 9 
その他 46 8 35 

営業外費用計 64 1.5 25 0.9 115 0.5 

経常利益又は経常損失(△) △467 △11.5 1,004 38.3 4,810 20.3 

Ⅷ 特別利益 110 2.7 12 0.5 1,235 5.2 

Ⅸ 特別損失 84 2.1 5 0.2 1,202 5.1 
税金等調整前四半期（当期） 
純利益又は四半期純損失(△) 

△441 △10.8 1,011 38.6 4,844 20.5 

法人税、住民税及び事業税 134 67 1,401 

法人税等調整額 △18 115 2.8 ― 67 2.6 133 1,535 6.5 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)（控除） 

△283 △6.9 37 1.4 331 1.4 

四半期（当期）純利益 △273 △6.7 906 34.6 2,978 12.6
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3. 四半期連結剰余金計算書 

19年３月期第１四半期 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日 

18年３月期第１四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ― 6,333 6,333 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

増資による新株の発行 ― ― 6 6 4,724 4,724 

Ⅲ 資本剰余金の減少高 ― ― ― 

Ⅳ 資本剰余金四半期末（期末）残高 ― 6,339 11,057 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ― 2,408 2,408 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

当期純利益 ― ― 906 906 2,978 2,978 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

配当金 ― ― 298 298 298 298 

Ⅳ 利益剰余金四半期末（期末）残高 ― 3,016 5,087 

4.四半期連結株主資本等変動計算書 

当四半期連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年6月30日) 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

その他有 

価証券評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・ 

換算差額 

合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 18年 3 月 31日 残高 

(百万円) 
12,223 11,057 5,087 △ 1 28,367 745 36 782 8,590 37,740 

四半期連結会計期間中の変 

動額 

剰余金の配当 △ 614 △ 614 △ 614 

利益処分による役員賞与 △ 1 △ 1 △ 1 

四半期純損失 △ 273 △ 273 △ 273 

自己株式の取得 △ 825 △ 825 
△ 

825 

株主資本以外の項目の四 

半期連結会計期間中の変 

動額（純額） 

△ 544 30 △ 514 △ 752 
△ 

1,266 

四半期連結会計期間中の変 

動額合計 
― ― △ 888 △ 825 

△ 

1,713 
△ 544 30 △ 514 △ 752 

△ 

2,980 

平成 18年 6 月 30日 残高 

(百万円) 
12,223 11,057 4,199 △ 826 26,653 201 67 268 7,837 34,759
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5. 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

19年３月期第１四半期 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日 

18年３月期第１四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益又は四半期純 
損失(△) 

△441 1,011 4,844 

減価償却費 135 37 429 

減損損失 ― ― 41 

連結調整勘定償却額 △18 11 △76 

持分法による投資損益 △222 △5 △1,394 

貸倒引当金の増減額 44 41 533 

退職給付引当金増減額 △13 6 31 

役員退職慰労引当金増減額 ― ― △395 

証券取引責任準備金増減額 7 5 121 

受取利息及び受取配当金 △260 △223 △988 

支払利息 70 65 332 

投資有価証券評価損 ― ― 450 

投資有価証券売却益 △59 △12 △866 

関係会社株式売却益 △22 ― ― 

固定資産除却損 21 ― 14 

その他の預託金の増減額 0 △2 △0 

トレーディング商品の増減額 △6 △1,308 △1,467 

預り金の増減額 △3,802 △515 △16,596 

受入保証金の増減額 △1,987 151 6,485 

信用取引資産の増減額 15,131 1,619 △18,296 

信用取引負債の増減額 △18,286 912 20,299 

短期差入保証金の増減額 △420 ― △2,604 

顧客分別金の増減額 7,433 4,710 5,919 

銀行業務有価証券の増減額 △54 229 1,173 

銀行業務貸付金の増減額 △1,820 △873 △5,067 

銀行業務顧客預金の増減額 1,392 1,067 4,797 

銀行業務政府預金の増減額 248 53 86 

商品取引責任準備金の増減額 55 ― △361 

商品取引責任準備預託金の増減額 ― ― 265 

委託者先物取引差金の増減額 △43 ― 2,632 

委託者未払金の増減額 ― ― △382 

委託者未収金の増減額 183 ― 4,428 

その他 △697 678 342 

小計 △3,433 7,659 4,731 

利息及び配当金の受取額 486 182 920 

利息の支払額 △70 △58 △329 

法人税等の支払額 △1,099 △125 396 

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,116 7,656 5,719 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △83 △59 △329 

有形固定資産等の売却による収入 ― ― 56 

無形固定資産の取得による支出 △55 △9 △1,000 
投資有価証券の取得による支出 △6 △129 △4,491 

投資有価証券の売却・償還による収入 518 16 1,017 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
取得による収入 

― 709 1,269 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
取得による支出 

― ― △1,181 

関係会社株式売却による収入 105 ― ― 

関連会社株式取得による支出 ― △36 △3,045 

貸付金による支出 △20 ― △2 

貸付金回収による収入 0 ― 10 

定期預金の純増減額 2,090 ― △2,130 

その他 △250 0 △29 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,297 491 △9,856
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19年３月期第１四半期 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日 

18年３月期第１四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増減額 2,670 553 1,108 

長期借入金の返済による支出 ― ― 0 

株式の発行による収入 ― 13 9,449 

少数株主からの払込による収入 ― 70 422 

自己株式の取得・売却による純支出 △825 ― ― 

配当金の支払額 △580 △298 △298 

少数株主に対する配当金の支払額 ― ― △242 

社債の償還による支出 ― ― △200 

その他 △445 ― △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 820 338 10,237 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 134 120 326 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △863 8,607 6,426 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 12,466 6,040 6,040 

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 11,603 14,647 12,466
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[第１四半期連結財務諸表について] 

当第１四半期連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令 

第24号)、ならびに同規則第48条・第69条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大 

蔵省令第32号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付、日本証券業協会理事会決議)に準じて作 

成しております。また、商品先物取引業固有の主なものについては、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品 

先物取引業統一経理基準」（平成5年3月3日付、社団法人日本商品取引員協会理事会決定）及び「商品先物取引業に 

おける証券取引法に基づく開示の内容について」（平成5年7月14日付、社団法人日本商品取引員協会理事会決定） 

に準じて作成しております。 

[第１四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社（11社） 

連結子会社の名称 

株式会社エイチ・エスインベストメント 

ハーン銀行（AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA） 

日本エムアンドエイマネジメント株式会社 

２１世紀アセットマネジメント株式会社 

HSIPO投資事業有限責任組合 

HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合 

JHK パートナー ファンド 

エイチ・エス損害保険プランニング株式会社 

オリエント貿易株式会社 

オリエント証券株式会社 

オリエント・アセット・マネジメントLLC 

非連結子会社（1社） 

OFGP Limited 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社につきましては、小規模であり、総資産、営業収益（又は売上高）、四半期純損益（持分に 

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等それぞれの合計額が、いずれも四半期連結財務諸表に重要な 

影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)持分法を適用した関連会社（4社） 

関連会社の名称 

パワーアセットマネジメントリミテッド 

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社 

株式会社外為どっとコム 

九州産業交通ホールディングス株式会社 

(２)持分法を適用していない非連結子会社の名称 

OFGP Limited
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(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ四半期連結純損益及び連結利益剰余金に及ぼす影響が軽微でありかつ全体とし 

ても重要性がないからであります。 

(注)1 平成18年4月1日付で九州産業交通株式会社は、九州産業交通ホールディングス株式会社へと商号変更し持株 

会社制へと移行いたしました。 

2 平成18年5月17日付で、持分法適用関連会社である株式会社パワーインベストメントの当社保有全株式 

(1,625株 議決権比率 25.0%)を第三者へ譲渡いたしました。 

３．連結子会社の第１四半期決算日等に関する事項 

連結子会社のうちハーン銀行（AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA）、オリエント アセット マネジメントLLC及 

びHIS-HS九州産交投資事業有限責任組合の第１四半期決算日は、3月31日であります。四半期連結財務諸表の作 

成に当たっては、同四半期決算日現在の財務諸表を使用しております。また、連結決算日との間に生じた重要 

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① トレーディングに関する有価証券等 

商品有価証券等（売買目的有価証券）及びデリバティブ取引については、時価法（売却原価は移動平均法 

により算出）を採用しております。 

② トレーディング関連以外の有価証券等 

イ．満期保有目的の債券 

償却原価法を採用しております。 

ロ．その他有価証券 

時価のある有価証券については、四半期決算日の市場価額に基づく時価法（評価差額については、全 

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用し、時価のない有価証券につ 

いては、移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する 

組合への出資（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定 

される四半期決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方 

法によっております。 

また、保管有価証券は商品取引所法施行規則第7条の規定により商品取引所が定めた充用価格によっ 

ており、主な有価証券の充用価格は次のとおりであります。 

利付国庫証券（7％以上） 額面金額の85％ 

利付国庫証券（7％未満） 額面金額の80％ 

社債（上場銘柄） 額面金額の65％ 

株券（一部上場銘柄） 時価の70％相当額 

倉荷証券 時価の70％相当額 

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10年～50年 

器具備品 3年～20年
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なお、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券株式会社は定率法を採用しております。ただし、オリエ 

ント貿易株式会社及びオリエント証券株式会社は、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）に 

ついては定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 9年～50年 

器具備品 3年～20年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

⑶ 重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費…支払時に全額を費用処理しております。 

⑷ 引当金及び準備金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、在外子会社(ハーン銀 

行；AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA)は、モンゴル中央銀行の規程に従い、貸付債権について返済期限が経 

過したものは、合理的基準に基づき引当金計上をしております。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額を計上しております。 

③ 訴訟等損失引当金 

商品先物取引事故に備えるため、過去の実績率をもって損失見込額から商品取引責任準備金の当第1四半期 

連結会計期間末残高を控除した額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、各社の退職金規程に基づく当第１四半期連結会計期間末要支給額を計上 

しております。なお、オリエント貿易株式会社におきましては、従業員の退職給付に備えるため、当第一四 

半期連結会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当第一四半期連結会計期間末に 

おいて発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に 

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生 

の翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑤ 証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条の規定に基づき「証券会社に関する内閣府令」第35 

条の定めるところにより算出した額を計上しております。 

⑥ 商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所法第221条の規定に基づき、同施行規則に定める額 

を計上しております。 

⑸ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

在外子会社等の資産及び負債は、当該子会社の四半期決算日の為替相場により円貨に換算し、換算差額は少 

数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

⑹ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常



14 

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

⑺ 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

(8) その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は 

相殺のうえ、流動資産のその他、もしくは流動負債のその他に含めて表示しております。また、固定資産に係 

る控除対象外消費税は投資その他の資産「その他」に計上し、法人税法に規定する期間(５年)で償却しており 

ます。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．のれん及び負ののれんに関する事項 

のれん及び負ののれんについては5年間の均等償却を行っております。 

７. 四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 

か負わない短期投資からなっております。 

８. (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当四半期連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平 

成17年12月9日 )及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指 

針第8号 平成17年12月9日) を適用しております 

資本の部の合計に相当する金額は26,922百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当四半期連結会計期間における四半期連結貸借対照表の純資産 

の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。
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注 記 事 項 

[四半期連結貸借対照表関係] 

（当第１四半期） （前第１四半期） （前連結会計年度） 

1.有形固定資産より控除した減価償却累計額 702百万円 537百万円 650百万円 

2.銀行業務その他金融機関への預金の内訳 

モンゴル銀行 2,176百万円 2,228百万円 1,280百万円 

その他金融機関 1,019 304 1,761 

3.銀行業務有価証券の内訳 

モンゴル銀行短期証券 2,360百万円 2,982百万円 2,350百万円 

政府債券 127 126 ― 

4.銀行業務貸付金の内訳 

商工ローン 6,683百万円 4,031百万円 5,973百万円 

個人ローン 9,041 4,357 7,419 

5.銀行業務における顧客預金の内訳 

当座預金 3,644百万円 1,311百万円 2,827百万円 

普通預金 3,780 1,854 2,562 

定期預金 10,460 8,873 8,915 

その他 1,187 224 2,746 

[四半期連結損益計算書関係] 

（当第１四半期） （前第１四半期） （前連結会計年度） 

1.証券業務金融収益の内訳 

信用取引受取利息・品貸料 283百万円 210百万円 1,093百万円 

受取配当金 0 0 21 

受取債券利子 0 0 0 

受取利息 0 0 7 

その他 10 6 33 

2.銀行業務収益の内訳 

貸出金等利息 1,140百万円 676百万円 3,110百万円 

役務取引等収益 84 110 535 

その他 6 6 39 

3.証券業務金融費用の内訳 

信用取引支払利息・品借料 88百万円 63百万円 384百万円 

支払利息 8 1 17 

その他 0 0 0 

4.特別損益の内訳 

特別利益 

投資有価証券売却益 82百万円 12百万円 869百万円 

持分変動利益 ― 0 4 

貸倒引当金戻入 28 ― ― 

証券取引責任準備金戻入 ― ― 361 

特別損失 

固定資産除却損 21百万円 ―百万円 14百万円 

証券取引責任準備金繰入 7 5 121 

商品取引責任準備金繰入 55 ― ― 

投資有価証券評価損 ― ― 450 

投資有価証券売却損 ― ― 2
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平成 19年 3月期 第１四半期業績資料（連結） 

１．証券業受入手数料 

⑴ 科目別内訳 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前連結会計年度 

委 託 手 数 料 788 625 126.1 5,825 

（株 券） （ 728） （ 611） （ 119.1） （ 4,341） 

（債 券） （ ―） （ 0） （ 0） （ 0） 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 72 3 2,400 290 

（株 券） （ 72） （ 3） （ 2,400） （ 287） 

（債 券） （ ―） （ 0） （ 0） （ 2） 

募集・売出しの取扱手数料 16 77 20.7 216 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 135 235 57.4 745 

合 計 1,013 941 107.7 5,825 

⑵ 商品別内訳 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前連結会計年度 

株 券 881 651 135.3 4,966 

債 券 1 1 100.0 6 

受 益 証 券 23 72 31.9 215 

そ の 他 107 216 49.5 637 

合 計 1,013 941 107.7 5825 

２．証券業トレーディング損益 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前連結会計年度 

株 券 等 △22 518 △4.2 1,982 

債 券 等 0 △0 △3 

受 益 証 券 0 3 3 

そ の 他 △10 ― ― 228 

合 計 △33 520 △6.3 2,210
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（参考資料） 

連結損益計算書の四半期推移 

（単位：百万円） 

前第１四半期 前第２四半期 前第３四半期 前第４四半期 当第１四半期 

自17. 4. 1 
至17. 6.30 

自17. 7. 1 
至17. 9.30 

自17. 10. 1 
至17. 12.31 

自18. 1. 1 
至18. 3.31 

自18. 4. 1 
至18. 6.30 

営 業 収 益 2,623 8,851 6,196 5,977 4,062 

受 入 手 数 料 941 6,775 4,391 3,992 2,652 

トレーディング損益 520 787 443 458 △163 

証 券 業 務 金 融 収 益 217 305 283 347 294 

銀 行 業 務 収 益 793 835 941 1,114 1,230 

売 上 高 150 148 136 65 48 

証 券 業 務 金 融 費 用 65 142 93 101 97 

銀 行 業 務 金 融 費 用 373 405 372 384 454 

売 上 原 価 47 41 41 34 33 

純 営 業 収 益 2,137 8,262 5,688 5,457 3,476 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,155 7,335 4,802 5,098 4,243 

取 引 関 係 費 247 1,079 740 683 635 

人 件 費 570 4,334 2,554 2,291 2,147 

不 動 産 関 係 費 101 651 370 384 339 

事 務 費 57 317 225 406 314 

減 価 償 却 費 37 157 103 130 135 

租 税 公 課 25 74 94 57 42 

貸 倒 引 当 金 繰 入 47 89 155 298 58 

そ の 他 66 631 558 847 570 

営業利益又は営業損失(△) 982 927 886 359 △766 

営 業 外 収 益 47 612 542 567 364 

営 業 外 費 用 25 31 24 34 64 

経常利益又は経常損失(△) 1,004 1,509 1,404 892 △467 

特 別 利 益 12 203 455 564 110 

特 別 損 失 5 97 38 1,061 84 

税金等調整前四半期純 

利益又は四半期純損失(△) 
1,011 1,615 1,821 395 △441 

法人税、住民税及び事業税 67 288 549 495 134 

法 人 税 等 調 整 額 ― 357 116 △340 △18 

少数株主利益又は少数 

株主損失(△)（控除） 
37 216 300 △222 △283 

四 半 期 純 利 益 又 は 

四 半 期 純 損 失 ( △ ) 
906 753 855 462 △273
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平成１9年３月期 第１四半期業績の概況（個別） 
平成18年7月31日 

上場会社名 エイチ・エス証券株式会社 上場取引所 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コード番号 ８６９９ 本社所在都道府県 東京都 

（URL http://www.hs-sec.co.jp ） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 澤田 秀雄 

問合せ先責任者 役職名 執行役員財務部長 氏名 矢板 賢 TEL (03)4560－0200 

1. 四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 無 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 無 

2. 平成19年３月期第１四半期の業績の概況（平成18年４月１日～平成18年６月30日） 

(1) 経営成績の進捗状況 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

19年3月期第1四半期 1,031 △38.6 963 △40.3 △119 ― 79 △90.6 

18年3月期第1四半期 1,679 ― 1,614 ― 832 ― 850 ― 

（参考）１8年３月期 7,835 7,511 3,220 3,174 

四半期（当期）純利益 １ 株 当 た り 
四半期（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

百万円 ％ 円 銭 円 銭 

19年3月期第1四半期 122 △85.7 2 99 2 99 

18年3月期第1四半期 855 ― 22 89 22 84 

（参考）１8年３月期 2,110 54 70 54 65 
(注)①期中平均株式数 当第１四半期 40,861,024株 前年第１四半期 37,361,340株 18年３月期 38,589,194株 

②営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益及び四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年四半期増減率であ 

ります。 

(2) 財政状態の変動状況 

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 
１ 株 当 た り 
純 資 産 

自 己 資 本 
規 制 比 率 

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 

19年3月期第1四半期 85,341 26,080 30.6 636 83 435.0 

18年3月期第1四半期 79,452 16,551 20.8 441 94 509.3 

（参考）１8年３月期 105,761 27,443 25.9 670 12 348.6 

(注)①期末発行済株式数 当第１四半期 40,953,500株 前年第１四半期 37,451,450株 18年３月期 40,953,500株 

②期末自己株式数 当第１四半期 693,375株 前年第１四半期 2,050株 18年３月期 2,275株 

③18年３月期の自己資本規制比率は、配当金による社外流出額を差引いて算出しております。 

④平成18年3月期第1四半期及び平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本 

比率」を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しております。 

3. 平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
当社の業績は、市場環境の変動の影響を大きく受ける状況にあり、業績予想を合理的に行うことが困難であ 

ることから、開示は行っておりません。
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四半期貸借対照表 

19年３月期第１四半期末 

(平成18年６月30日) 

18年３月期第１四半期末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 4,221 4,261 4,132 

預託金 24,674 30,638 31,029 

トレーディング商品 2,820 2,540 1,863 

商品有価証券等 2,820 2,540 1,863 

約定見返勘定 139 ― ― 

信用取引資産 34,802 32,970 48,222 

信用取引貸付金 33,816 31,232 47,096 

信用取引借証券担保金 985 1,738 1,126 

立替金 392 275 288 

繰延税金資産 128 184 128 

その他の流動資産 451 455 573 

貸倒引当金 △362 △355 △391 

流動資産合計 67,268 78.8 70,972 89.3 85,847 81.2 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 133 144 138 

無形固定資産 879 133 899 

投資その他の資産 17,060 8,201 18,875 

投資有価証券 1,097 371 1,168 

関係会社株式 7,150 6,467 7,231 

その他の関係会社有価証 
券 

5,074 200 6,734 

破産更生債権に準ずる債権 314 314 314 

その他の投資等 3,593 1,012 3,596 

貸倒引当金 △170 △164 △170 

固定資産合計 18,073 21.2 8,479 10.7 19,913 18.8 

資産合計 85,341 100 79,452 100.0 105,761 100.0
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19年３月期第１四半期末 

(平成18年６月30日) 

18年３月期第１四半期末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

トレーディング商品 946 795 ― 

商品有価証券等 946 795 ― 

約定見返勘定 ― 1 316 

信用取引負債 26,546 27,614 43,009 

信用取引借入金 25,314 24,194 40,198 

信用取引貸証券受入金 1,232 3,419 2,810 

預り金 14,807 25,872 17,113 

受入保証金 11,620 7,068 13,495 

短期借入金 4,230 490 1,490 

賞与引当金 54 37 86 

その他の流動負債 220 415 1,932 

流動負債合計 58,425 68.5 62,293 78.4 77,442 73.2 

Ⅱ 固定負債 

退職給付引当金 112 122 127 

繰延税金負債 126 19 157 

その他の固定負債 166 148 165 

固定負債合計 404 0.4 290 0.4 450 0.4 

Ⅲ 特別法上の準備金 

証券取引責任準備金 430 316 423 

特別法上の準備金計 430 0.5 316 0.4 423 0.4 

負債合計 59,261 69.4 62,900 79.2 78,317 74.0 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 ― 7,505 9.4 12,223 11.6 

Ⅱ 資本剰余金 

資本準備金 ― 6,339 11,057 

資本剰余金合計 ― 6,339 8.0 11,057 10.5 

Ⅲ 利益剰余金 

当期未処分利益 ― 2,678 3,934 

利益剰余金合計 ― 2,678 3.4 3,934 3.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ― 28 0.0 230 0.2 

Ⅴ 自己株式 ― △0 △0.0 △1 △0.0 

資本合計 ― 16,551 20.8 27,443 26.0 

負債・資本合計 ― 79,452 100.0 105,761 100.0 

(純資産の部) 

Ⅰ株主資本 

1 資本金 12,223 14.3 ― ― 

2 資本剰余金 11,057 13.0 ― ― 

3 利益剰余金 3,442 4.0 ― ― 

4 自己株式 △826 △0.9 ― ― 

株主資本合計 25,896 30.3 ― ― ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等 

1 その他有価証券評価差額金 184 ― ― ― ― 

評価・換算差額等合計 184 0.2 ― ― ― ― 

純資産合計 26,080 30.6 ― ― ― ― 

負債・純資産合計 85,341 100.0 ― ― ― ―
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四半期損益計算書 

19年３月期第１四半期 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日 

18年３月期第１四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 金額(百万円) 百分比 
(％) 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益 

受入手数料 816 79.2 941 56.1 4,834 61.7 

委託手数料 597 625 3,603 

引受・売出手数料 72 3 290 

募集・売出しの取扱手数料 15 77 214 

その他 132 235 725 

トレーディング損益 △33 △3.3 520 31.0 1,974 25.2 

金融収益 249 24.1 217 12.9 1,026 13.1 

営業収益計 1,031 100.0 1,679 100.0 7,835 100.0 

Ⅱ 金融費用 68 6.6 65 3.9 323 4.1 

純営業収益 963 93.4 1,614 96.1 7,511 95.9 

Ⅲ 販売費・一般管理費 1,082 104.9 782 46.6 4,291 54.8 

取引関係費 228 194 997 

人件費 502 399 2,045 

不動産関係費 65 64 267 

事務費 180 40 527 

減価償却費 58 17 105 

租税公課 24 23 144 

貸倒引当金繰入 ― 15 56 

その他 22 26 146 

営業利益又は営業損失(△) △119 △11.5 832 49.5 3,220 41.1 

Ⅳ 営業外収益 219 21.2 40 2.4 140 1.8 

関係会社貸付金利息 15 3 25 

受取配当金 43 12 18 

不動産賃貸料 16 17 70 

投資事業組合等投資利益 133 ― ― 

その他 11 6 26 

Ⅴ 営業外費用 20 2.0 21 1.2 187 2.4 

不動産賃借料 16 17 70 

投資事業組合等投資損失 ― ― 87 

その他 4 3 29 

経常利益 79 7.7 850 50.7 3,174 40.5 

Ⅵ 特別利益 52 5.1 12 0.7 180 2.3 

Ⅶ 特別損失 7 0.7 5 0.3 299 3.8 

税引前四半期（当期）純利益 125 12.1 858 51.1 3,056 39.0 

法人税、住民税及び事業税 3 0.3 2 0.2 889 

法人税等調整額 ― ― ― ― 55 

四半期（当期）純利益 122 11.8 855 50.9 2,110 26.9 

前期繰越利益 ― 1,823 1,823 

四半期（当期）未処分利益 ― 2,678 3,934
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[第１四半期財務諸表について] 

当第１四半期財務諸表は、「中間財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)、 

ならびに同規則第38条・第57条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32 

号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付 日本証券業協会理事会決議)に準じて作成しており 

ます。 

[第１四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．資産の評価基準および評価方法 

⑴ 有価証券の評価基準および評価方法 

③ トレーディングに関する有価証券等 

商品有価証券等（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引については、時価法（売却原価は移動平均 

法により算出）を採用しております。 

④ トレーディング関連以外の有価証券等 

イ．子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

ロ．その他有価証券（投資有価証券等） 

時価のある有価証券については、四半期決算日の市場価額に基づく時価法（評価差額については、全部 

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用し、時価のない有価証券について 

は、移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合 

への出資（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される 

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており 

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  10～15年 

器具備品  3～20年 

⑵ 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいて 

おります。 

３．引当金及び準備金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

⑵ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額の当会計期間に帰属する 

負担額を計上しております。
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⑶ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規程に基づく当四半期末要支給額を計上しております。 

⑷ 証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条及び「証券会社に関する内閣府令」第35条に定める 

ところにより算出した額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法 

⑴ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

⑶ ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

⑷ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

６．その他四半期財務諸表（財務諸表）作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。また、固定資産に係る控除対象外消費 

税は投資その他の資産の「その他の投資等」に計上し、法人税法に規定する期間（５年）で償却しており 

ます。 

７．(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当四半期連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平 

成17年12月9日 )及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指 

針第8号 平成17年12月9日) を適用しております 

資本の部の合計に相当する金額は26,080百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当四半期会計期間における四半期連結貸借対照表の純資産の部 

については、改正後の中間財務諸表規則により作成しております。
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注 記 事 項 

[四半期貸借対照表関係] 

（当第１四半期末） （前第１四半期末） （前事業年度末） 

有形固定資産より控除した減価償却累計額 166 百万円 133百万円 159百万円 

[四半期損益計算書関係] 

特別損益の内訳 （当第１四半期） （前第１四半期） （前事業年度） 

特別利益 

投資有価証券売却益 24百万円 12百万円 180百万円 

貸倒引当金戻入 28百万円 ―百万円 ―百万円 

特別損失 

固定資産除却損 0百万円 ―百万円 ― 百万円 

証券取引責任準備金繰入れ 6 5 112
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平成 19年 3月期 第１四半期業績資料（個別） 

1. 受入手数料 

⑴ 科目別内訳 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前事業年度 

委 託 手 数 料 597 625 95.5 3,603 

（株 券） （ 589） （ 611） （ 96.4） （ 3,556） 

（債 券） （ 0） （ 0） （ ―） （ 0） 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 72 3 2,400 290 

（株 券） （ 72） （ 3） （ 2,400） （ 287） 

（債 券） （ 0） （ 0） （ ―） （ 2） 

募集・売出しの取扱手数料 15 77 19.6 214 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 132 235 56.3 725 

合 計 816 941 86.7 4,834 

⑵ 商品別内訳 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前事業年度 

株 券 686 651 105.4 3,980 

債 券 1 1 0 6 

受 益 証 券 22 72 30.5 211 

そ の 他 106 216 49.0 636 

合 計 816 941 86.7 4,834 

2. トレーディング損益 （単位：百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前事業年度 

株 券 等 △23 518 ― 1,974 

債 券 等 0 △0 ― △3 

受 益 証 券 △10 3 ― 3 

そ の 他 ― ― ― ― 

合 計 △33 520 ― 1,974 

３．株券売買高（先物取引を除く） （単位：百万株・百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前事業年度 

株 数 金 額 株 数 金 額 株 数 金 額 株 数 金 額 

合 計 1,057 1,354,924 1,035 772,595 102.1 175.4 5,626 5,030,403 

（ 自 己 ） （ 554）（ 874,867） （ 388）（ 416,022） （ 142.8） （ 210.3）（ 2,110）（2,712,758） 

（ 委 託 ） （ 502）（ 480,056） （ 647）（ 356,572） （ 77.7） （ 134.6）（ 3,516）（2,317,645） 

委 託 比 率 47.5 35.4 62.5 46.2 62.5 46.1 

東 証 シ ェ ア 0.83 0.77 1.02 0.90 0.96 0.85



26 

４．引受・募集・売出しの取扱高 （単位：百万株・百万円、％） 

当第１四半期 前第１四半期 前年同期比 前事業年度 

（ 株 数 ） 0 0 19.0 0 
株 券 

（ 金 額 ） 760 189 402.0 5,007 

債 券 （ 額 面 金 額 ） ― 279 ― 1,023 

引
受

高
 

コマーシャルペーパー 

及 び 外 国 証 書 等 （ 額 面 金 額 ） ― ― ― ― 

（ 株 数 ） ― 0 ― 0 
株 券 

（ 金 額 ） ― 230 ― 6,931 

債 券 （ 額 面 金 額 ） 41 410 10.0 1,473 

受 益 証 券 （ 額 面 金 額 ） 373 2,554 15.0 7,914 

募
集

・
売

出
し

の
取

扱
高
 

コマーシャルペーパー 
及 び 外 国 証 書 等 （ 額 面 金 額 ） ― ― ― ― 

（注）募集・売出しの取扱高は、売出高および私募の取扱高を含んでおります。 

５. 自己資本規制比率 （単位：百万円） 

当第１四半期末 前第１四半期末 前事業年度末 

基 本 的 項 目 (A) 25,896 16,523 26,599 

そ の 他 有 価 証 券 
評価差額金（評価益）等 184 28 230 

証 券取 引責 任準 備金 等 430 316 423 

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 95 121 123 

計 (B) 709 465 777 

控 除 資 産 (C) 17,768 8,512 19,577 

固定化されていない自己資本 (A)+(B)－(C) (D) 8,837 8,476 7,799 

市 場 リ ス ク 相 当 額 267 218 275 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 740 704 1,037 
リスク相当額 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 1,023 740 922 

計 (E) 2,031 1,664 2,236 

自己資本規制比率 (D)/(E)×100 435.0% 509.3％ 348.6％ 

（注）当第１四半期末および前第１四半期末、前事業年度末の自己資本規制比率は、決算数値をもとに算出したものであります。
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（参考資料） 

損益計算書の四半期推移 

（単位：百万円） 

前第１四半期 前第２四半期 前第３四半期 前第４四半期 当第１四半期 

自17. 4. 1 
至17. 6.30 

自17. 7. 1 
至17. 9.30 

自17.10. 1 
至17.12.31 

自18. 1. 1 
至18. 3.31 

自18. 4. 1 
至18. 6.30 

営 業 収 益 1,679 1,914 2,233 2,006 1,031 

受 入 手 数 料 941 1,198 1,466 1,227 816 

トレーディング損益 520 468 514 470 △33 

金 融 収 益 217 247 252 309 249 

金 融 費 用 65 105 73 79 68 

純 営 業 収 益 1,614 1,809 2,160 1,927 963 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 782 1,012 1,241 1,255 1,082 

取 引 関 係 費 194 235 280 287 228 

人 件 費 399 494 583 567 502 

不 動 産 関 係 費 64 64 68 69 65 

事 務 費 40 118 99 268 180 

減 価 償 却 費 17 18 21 47 58 

租 税 公 課 23 19 75 25 24 

貸 倒 引 当 金 繰 入 15 13 82 △54 ― 

そ の 他 26 48 28 44 22 

営 業 利 益 832 796 919 672 △119 

営 業 外 収 益 40 29 30 40 219 

営 業 外 費 用 21 24 22 118 20 

経 常 利 益 850 802 926 594 79 

特 別 利 益 12 ― ― 168 52 

特 別 損 失 5 46 35 212 7 

税 引 前 四 半 期 純 利 益 858 756 891 550 125 

法人税、住民税及び事業税 2 186 488 211 3 

法 人 税 等 調 整 額 ― 114 △25 △33 ― 

四 半 期 純 利 益 855 454 428 372 122


